
令和８年８月

入札参加有資格者の皆さまへ

大　阪　市

【お知らせ 】

　調達・契約システムで公告する電子入札案件について、各種通

知は調達・契約システムにより行いますので、入札日程等をご確

認のうえ、調達・契約システムの通知をご確認ください。

　詳しくは、システム操作に関するマニュアル事業者向け(共通

編)「2. 通知一覧」をご確認ください。

重要なお知らせ

〇大阪市調達・契約システム ＞ ドキュメント ＞ マニュア

ル・よくある質問 ＞ マニュアル・ドキュメント ＞ システム

操作に関するマニュアル ＞ 事業者向け(共通編)

https://www.osaka.city.beneproc.com/
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　　電話　06-4393-6051

上記４．(A)入札執行担当課に同じ

消費税及び地方消費税の未納がないこと

入札参加申請締切日の属する月の前々々月末日時点において納期が到来している大阪市税に係る徴収金（法人市民税、市民税・府民
税・森林環境税（普通徴収）、市民税・府民税・森林環境税（特別徴収）、固定資産税・都市計画税（土地・家屋）、固定資産税
（償却資産）、軽自動車税、事業所税、市たばこ税、入湯税、上記市税に係る延滞金、重加算金、不申告加算金、過少申告加算金及
び滞納処分費）を完納していること

令和７・８・９年度本市入札参加有資格者名簿に物品種目「59:消防・防災用品」で登録していること

３．契約条項を示す場所

入札執行担当課※入札に関する照会先

質問事項受付担当課

システム上及び「４．担当部局(A)」

４．担当部局

大阪市契約管財局契約部契約課委託・物品契約グループ

〒541-0053　大阪市中央区本町１－４－５　大阪産業創造館９階

　　電話　06-6484-7356

〒550-8566  大阪市西区九条南1-12-54

※なお、本市入札参加有資格者名簿に登録されていない者は、本市入札参加資格審査申請（以下「資格審査申請」という。） を
「４．担当部局(A)」に行えば当該審査を行う。ただし、令和８年10月30日(金)までに資格審査申請を行わない場合は、入札に参加す
ることができない。資格審査申請の詳細については「４．担当部局(A)」に問い合わせること

契約締結担当課

５．入札参加資格

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること

大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置を受けていないこと

大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと及び同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当
しないこと

令和８年11月13日(金)

入札参加申請締切日時

入　札　説　明　書

　次のとおり、大阪市告示第1392号に係る入札公告に基づく入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書による
ものとする。本件入札は、原則として大阪市調達・契約システム（以下「システム」という。）により行う。なお、紙入札は、下記
「２．日程(3)入札参加申請締切日時」までに所定の「紙入札方式変更申出書」により申し出た者に限り認める。

１．入札に付する事項

可搬式ポンプほか１点
　内訳　可搬式ポンプ　　　６台
　　　　吸管（65㎜×6m）　８本

別紙仕様書のとおり

購入物品及び数量

公告日　　令和８年10月16日(金)

購入物品の特質等

納入場所 別紙仕様書のとおり

納入期限 令和９年３月19日(金)

２．日程

入札日時 「10．入札執行日時及び場所」を参照

公告日

入札参加申請受付開始日時

入札参加資格の審査結果通知(予定)

事業担当課 大阪市消防局警防部警防課

〒550-8566  大阪市西区九条南1-12-54

　　電話　06-4393-6491

大阪市消防局総務部総務課（調達）

入札参加資格審査申請書受付担当課

令和８年10月16日(金)

令和８年10月16日(金)  午前９時

令和８年10月30日(金)  午後５時
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（質問時の注意点） 同等品確認を行う場合は、①から⑤を必ず記載すること
　①仕様書における物品名称
　②同等品と考える製品名
　③同等品と考えるメーカー名及び連絡先（電話番号・ホームページURL等）
　④同等品と考える型番
　⑤同等品と考える仕様内容（規格・形状・寸法等）
※提案された物品が本市において確認できない時には、回答できないこともある。また、仕様書に対す
る意見や要望は、この質問では行わないこと。
※質問を行う者は、入札参加者又は入札参加検討者とする。

入札参加申請の提出書類により入札参加資格を審査する。審査結果の通知は、電子入札の申請者はシステムにより通知する。紙入札
の申請者には郵送により通知する。なお、入札参加資格を認めた紙入札の申請者には入札書を同封して交付する。 ただし、入札参加
申請締切日時より審査結果の通知日までの間のいずれかの日において、「５．入札参加資格」の要件を満たさなくなった申請者の入
札参加は、提出書類の内容に関わらず認めない。また、入札参加資格を認めなかった申請者には、理由を付して通知する。

８．入札参加資格を認めなかった申請者に対する理由の説明

質問方法

システムより所定の質問票をダウンロードし、質問を
記載のうえ、システム上で提出すること。

「４．担当部局（A）」が交付する質問票に質問
を記載のうえ、配達の記録が残るものによる郵
送等、FAX、持参のいずれかの方法にて「４．担
当部局（C）」まで提出すること。FAX番号06-
6582-2864

９．質問事項の受付・締切・回答 <電子入札による場合> <紙入札による場合>

<電子入札による場合>

②入札参加資格審査申請書
（「入札参加資格審査申請書」及び同申請書
に記載されている提出資料一式）

４．担当部局(A)

申請方法 システムによる。 下記(2)に記載の申請書類の提出による。

①入札参加申請書
②入札参加資格審査申請書
（「入札参加資格審査申請書」及び同申請書に
記載されている提出資料一式）
③紙入札方式変更申出書(物品)

<紙入札による場合>６．入札参加申請

10．入札執行日時及び場所

開札の結果、「14.落札者の決定方法」によ
る落札者がないときには再度入札を行うこと
がある。再度入札を行う場合は、原則、再度
入札の通知をシステムにより行うので、当日
午後３時30分までに再度入札を行うこと。な
お、郵便等による入札を行う者がいる場合は
この限りではない。その際は、「４．担当部
局(A)」の指示に従うこと

令和８年12月15日(火)午前９時から令和８年
12月16日(水)午後５時まで（システム利用時
間外は除く）

申請書類の取扱い

受付場所 システム上

申請書類等の交付場所、交付期間及
び受付期間

申請書類

システム上

公告の日午前９時から令和８年10月30日(金)
午後５時まで（ただし、システム利用時間外
を除く）

申請書類の作成及び提出にかかる費用は、申請者の負担とする。
提出された申請書類は、申請者に無断で他に使用しない。

７．入札参加資格の審査及び通知

左に同じ

開札の結果、「14.落札者の決定方法」による落
札者がないときには再度入札を行うことがあ
る。再度入札を行う場合は、原則、再度入札書
を交付するので、当日午後４時までに持参した
長形３号の封筒に封緘して封印し、指定された
入札箱に投函すること。なお、郵便等による入
札を行う者がいる場合はこの限りではない。そ
の際は、「４．担当部局(A)」の指示に従うこと

再度入札※１回限り

回答掲載場所

質問締切日時

公告の日から令和８年10月30日(金)までの本市
の休日を除く毎日、午前９時から午後５時まで

４．担当部局(A)
持参又は郵便等により「２．日程(3)入札参加申
請締切日時」までに必着のこと

<紙入札による場合>

令和８年12月17日(木)午前11時から午前11時30
分まで

※郵便等による入札の場合は、令和８年12月16
日(水)午後５時までに、「４．担当部局(A)」に
必着のこと。なお、その場合は二重封筒を用い
て、表封筒に「入札案件名称」を明記し、「入
札書在中」と朱書して契約課委託・物品契約グ
ループ宛て親展とし、内封筒に「入札日、入札
案件名称」を記載すること

回答日時 令和８年12月８日(火)午前10時

入札書受付期間

開札予定日時

<電子入札による場合>

令和８年12月17日(木)  午前11時30分

入札参加資格を認められなかった申請者は、その理由について説明を求めることができるので、令和８年11月25日(水)午前10時まで
に「４．担当部局(A)」まで書面を持参すること。回答については、令和８年12月８日(火)までに書面で回答する。

仕様書の内容に関する質問（同等品確認を含む。以下「質問」という。）は、次の方法により行うこと

質問の受付は、公告の日から令和８年11月25日(水)午後５時まで（必着）とする。締切以降の質問につ
いては受け付けない。

システム上
ただし、契約管財局が認める場合においては「４．担当部局（A）」より書面にて提供する。

大阪市契約管財局入札室（大阪市中央区本町１
－４－５　大阪産業創造館11階）

システム上

再度入札開札日時 左に同じ原則、当日午後４時
ただし、これによらない場合は、「再入札通
知書」で別途定めるものとする

場所
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11．入札に参加することができない者

※なお、無効の入札をした者は再度の入札に参加することができない。

開札後落札決定までに、入札参加申請者が大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置又は大阪市契約関係暴力団排除措置要
綱に基づく入札等除外措置を受けた時は、入札参加資格を有しない者のした入札とみなし無効とする。

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の入札

契約保証金を納付しようとする時は、落札業者決定後速やかに「４．担当部局(D)」にて納付
書の交付を受けること。

（見積った契約希望金額の100分の３以
上）

13．入札保証金等

入札参加申請締切日時までに申請をしなかった者又は入札参加資格を認められなかった者

入札参加資格を認められた者で、入札参加資格の審査結果の通知時より開札時までの間において「５．入札参加資格」の要件を満た
さなくなった者

予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落札者とする。

契約規則第28条第１項の規定に該当する入札のほか「大阪市物品買入等・業務委託電子入札の手引」による。

再度入札の場合にあっては、前回最低入札価格以上の価格でした入札

入札方法

<電子入札による場合>

落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10（軽減税率対象物品
の買入については100分の８）に相当する額を加算した金額（加算した金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てた額）をもって落札価格とするので、入札参加者は、
消費税及び地方消費税にかかる課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約希望金額の110分の100（軽減税率対象物品の買入については108分の100）に相当する金額
を記載すること

15．入札の無効について

免除

③落札者が、保険会社との間に本市を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該保険証
書を提出したとき

<紙入札による場合>

総額を記載すること

①入札は、入札執行日時に入札執行場所に出席
して行わなければならない（郵便等による入札
の場合を除く）。
②入札書のくじ申込番号（３桁の任意の数字）
は、必ず記入すること
③入札者は、提出済の入札書の訂正、再提出又
は撤回することはできない。

ただし、正当な理由がなく契約を締結しないときは、落札金額(入札書に記載された金額に当
該金額の100分の10（軽減税率対象物品の買入については100分の８）に相当する額を加算した
金額（単価契約にあつては、落札金額に予定数量を乗じた額、長期継続契約にあつては、落札
金額を１年当たりの額に換算した額（借入期間が12月未満の場合は、借入期間内に支払うこと
が見込まれる総額））)の100分の3に相当する違約金を徴収する。

入札書記載金額

入札保証金

契約金額（単価契約にあつては、契約金額に予定数量を乗じた額、長期継続契約にあつては、
契約金額を１年当たりの額に換算した額（借入期間が12月未満の場合は、契約期間内に支払う
ことが見込まれる総額）)の100分の10以上納付

利用規約に反して使用されたGビズIDによる入札

契約保証金

納付方法

14．落札者の決定方法

②落札者が国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を１回以上締結し、これ
をすべて過去２年の間に誠実に履行したと認められる書類を提出したとき
ただし、長期継続契約に係る履行実績については、現在履行中であっても、12 か月以上の期
間履行されていれば、その契約を実績と認める。

①システムにより、入札金額、くじ申込番号
（3桁の任意の数字）等、必要な事項がすべ
て入力され、かつ、有効な電子署名が付され
たものを有効な入札書として取り扱う。
②入札書の入力は注意して正確に行い、入札
書提出画面において確認を行ってから入札書
の提出を行うこと
③入札書の提出は、入札書提出期限までに完
了すること
④入札書の提出にあたっては、パソコン等の
利用環境により、送信が長時間となることが
あるため、締切日時までに余裕をもって入札
書の提出を行うこと
⑤入札書が正常に送信されたことを、入札書
送信完了メッセージまたは入札タブ画面にお
いて確認すること
⑥一旦提出された入札書は、訂正、再提出又
は撤回することはできない。

12．入札方法等

要

ただし、政府公債、大阪市債等の提供をもって契約保証金の納付に代えることができる。
また、次のいずれかに該当するときは、契約保証金を免除する。

①契約金額（単価契約にあっては、契約金額に予定数量を乗じた額、長期継続契約にあって
は、予定総額）が500万円未満のとき

不要保証人
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電子入札で参加を希望する者は、本入札の入札参加資格審査申請の受付から開札日まで有効なGビズIDプライムを保有している必要が
ある。
なお、事業協同組合等（以下「組合」という。）については代表者が組合としてのGビズIDプライムを保有していること

システムの利用に際しては、パソコン等の利用環境により送信が長時間となることがあるため、入札参加申請期限までに余裕を持っ
て申請書の提出を行うこと。

本件入札説明書における「契約規則」とは、大阪市契約規則（昭和39年大阪市規則第18号）をいう。また、「郵便等」とは契約規則
第25条第２項に規定する郵便等のうち、書留郵便などの配達の記録が残るものを示す。ただし、記録系郵便の取扱いのない国におい
ては、この限りでない。

落札の決定から契約締結までに、落札者が大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けたとき、または、契約
規則第32条第２項の規定により、契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあることその他の理由により著
しく不適当であると認められるときは、契約の締結を行わないものとする。

契約締結後、当該契約の履行期間中に契約者が大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けたときは、契約の
解除を行う。

落札者又は契約の相手方に決定され、契約保証金の納付免除申請をする時は、遅滞なく、「４．担当部局(D)」に入札説明書末尾添付
の実績調書（契約保証金免除申請用）を提出すること。
契約保証金を納付しようとする時は、落札業者決定後速やかに「４．担当部局(D)」にて納付書の交付を受けること。

この調達は、WTOに基づく政府調達に関する協定の適用を受けるものである。

契約手続において使用する言語及び通貨については、日本語及び日本国通貨に限る。

この公告に定めのない事項については、関係法令の他、大阪市契約規則、大阪市水道局契約規程、大阪市物品供給等・業務委託電子
入札の手引、大阪市競争入札参加者心得等の定めるところによる。

落札者又は契約の相手方に決定された時は、遅滞なく、「４．担当部局(A)」に入札説明書末尾添付の「大阪市契約関係暴力団排除措
置要綱に基づく誓約書（両面印刷）を提出するとともに、契約締結の手続きを行うこと
水道局案件については、水道局総務部管財課に提出すること。
誓約書を提出しない場合は、契約の締結を行わないものとする。
また、当該誓約書を提出しなかった落札者又は契約の相手方は、大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づき停止措置を行う。

関連情報を入手するための照会窓口は、「４．担当部局(A)」とする。

契約にあたっては、システムに掲載の契約約款を使用し原則として電子契約により契約締結を行う。落札者又は契約の相手方は、契
約管財局と契約前に事前調整を行った後に、契約管財局から送信された契約図書の内容を確認し落札決定日の翌開庁日から５開庁日
以内を目安として電子署名を行うこと。
なお、所定の書面契約理由書を提出し、本市がやむを得ない理由と認めた場合、書面での契約書作成を認める。
提出時期について、５開庁日以内の提出が難しい場合や本市が別途指示する場合等はこの限りではない。
水道局案件については、水道局総務部管財課に問い合わせること。

落札者又は契約の相手方に決定されたときは、遅滞なく契約締結の手続きを行うこと

16．電子入札を行う場合の注意事項

17．その他事項



【元請負人（契約相手方）用】

1

2

3

4

5

6

7

大阪市契約担当者　様

（フリガナ）

　私は、大阪市が大阪市暴力団排除条例（以下「条例」という。）及び大阪市暴力団排除条例施
行規則（以下「規則」という。）に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利す
ることとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していること
を承知したうえで、次の事項を誓約します。

　　　年　　月　　日

　条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。

　条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、大阪市
から役員の氏名その他必要な事項の報告を求められたときは、速やかに書面等（役員名簿
等）により提出します。

　本誓約書その他の提出した書面等が、大阪市から大阪府警察本部に提供されることに同
意します。

　私が条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者に該当する事業者であると大阪市
が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の調査により判明した場合には、大阪市が
条例及び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づき、大阪市電子調達システム等におい
て、その旨を公表することに同意します。

　私が条例第７条第１号に規定する下請負人を使用する場合は、これら下請負人から誓約
書を徴収し、当該誓約書を大阪市に提出します。

　私が使用する条例第７条第２号に規定する者について、大阪市からこれらの者の誓約書
の提出を求められたときは、当該誓約書を徴収し、大阪市に提出します。

誓　　約　　書

　私が使用する条例第７条各号に規定する下請負人等が、条例第２条第２号又は規則第３
条各号に該当する事業者であると大阪市が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の
調査により判明し、大阪市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の
解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。

案件名称：令和８年度　可搬式ポンプほか１点（その２）　買入

代表者の氏名

代表者の生年月日　　　　　 　　　　 年　　月　　日生

受 任 者 名

所在地

（フリガナ）

商号又は名称

表面



　　　　○大阪市暴力団排除条例（抜粋）

　　　　　○大阪市暴力団排除条例施行規則（抜粋）

（参　考）　　　　

裏面



【元請負人（契約相手方）用】

1

2

3

4

5

6

7

大阪市契約担当者　様

代表者の生年月日　　　　　 　　　　 年　　月　　日生

受 任 者 名

誓　　約　　書

　私は、大阪市が大阪市暴力団排除条例（以下「条例」という。）及び大阪市暴力団排除条例施
行規則（以下「規則」という。）に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利す
ることとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約等から排除していること
を承知したうえで、次の事項を誓約します。

　条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。

　条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、大阪市
から役員の氏名その他必要な事項の報告を求められたときは、速やかに書面等（役員名簿
等）により提出します。

　本誓約書その他の提出した書面等が、大阪市から大阪府警察本部に提供されることに同
意します。

（フリガナ）

代表者の氏名

　私が条例第２条第２号又は規則第３条各号に掲げる者に該当する事業者であると大阪市
が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の調査により判明した場合には、大阪市が
条例及び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づき、大阪市電子調達システム等におい
て、その旨を公表することに同意します。

　私が条例第７条第１号に規定する下請負人を使用する場合は、これら下請負人から誓約
書を徴収し、当該誓約書を大阪市に提出します。

　私が使用する条例第７条第２号に規定する者について、大阪市からこれらの者の誓約書
の提出を求められたときは、当該誓約書を徴収し、大阪市に提出します。

　私が使用する条例第７条各号に規定する下請負人等が、条例第２条第２号又は規則第３
条各号に該当する事業者であると大阪市が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の
調査により判明し、大阪市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の
解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。

案件名称：令和８年度　可搬式ポンプほか１点（その２）　買入

　　　年　　月　　日

所在地

（フリガナ）

商号又は名称

（ 記入例 ） 表面

支店登録の場合は支店の所在地を記入して下さい。

ビル名等の登録がある場合はビル名まで記入してください。

支店登録の場合は支店名称まで記入して下さい。

代表者の役職、氏名、フリガナ、生年月日を記入して下さい。

受任者がいる場合は、受任者名を記入して下さい。

受任者登録がない場合は記入不要です。

本市への提出日を記入して下さい。

表面



[本市への提出日を記入して下さい]

令和　　　　年　　　　月　　　　日

大阪市契約担当者　様

主たる営業所

(又は支店等)

の所在地

商号又は名称　　　　　　　　　　

代表者

(又は受任者)

役職・氏名

（受任者の設定がある場合は受任者名とすること）

開札日　　　　　令和８年12月17日(木)

※ 記載内容を証するものとして、契約書の写し（双方の押印がある表紙及び記載内容を証するページ）及び仕様書
の写し（業務内容がわかるページ）を添付すること

実績に係る案件名称

(注1)長期継続契約に係る履行実績については、現在履行中であっても、12か月以上の期間履行されていれば、その
契約を実績と認める（長期継続契約の契約日が過去２年を超えている場合も可とする。）。

※ 開札日から過去2年の間に(注1)履行が完了している、(注2)国又は地方公共団体との契約実績を記載すること

実　績　調　書

落札者となった
案件名称

契約金額

発注者名

契約日

履行期限又は履行期間

案件概要

備考

令和８年度　可搬式ポンプほか１点（その２）　買入

(注2)「国又は地方公共団体」には、特別地方公共団体（特別区、広域連合、一部事務組合等）を含み、外郭団体、
独立行政法人及び特殊法人は該当しない。

※ 契約実績は、落札者となった契約案件と種類及び規模をほぼ同じくするものであること



[本市への提出日を記入して下さい]

令和　　　　年　　　　月　　　　日

大阪市契約担当者　様

主たる営業所

(又は支店等)

の所在地

商号又は名称　　　　　　　　　　

代表者

(又は受任者)

役職・氏名

（受任者の設定がある場合は受任者名とすること）

開札日　　　　　令和８年12月17日(木)

備考

令和××年５月20日

履行期限又は履行期間 令和××年10月31日

落札者となった
案件名称

令和８年度　可搬式ポンプほか１点（その２）　買入

実績に係る案件名称 ○○○○○（▽▽区役所）ほか３点　ⅩⅩ

案件概要

金ⅩⅩ，ⅩⅩⅩ，ⅩⅩⅩ円

発注者名 □□県△△市

実　績　調　書

※ 契約実績は、落札者となった契約案件と種類及び規模をほぼ同じくするものであること

※ 記載内容を証するものとして、契約書の写し（双方の押印がある表紙及び記載内容を証するページ）及び仕様書
の写し（業務内容がわかるページ）を添付すること

(注1)長期継続契約に係る履行実績については、現在履行中であっても、12か月以上の期間履行されていれば、その
契約を実績と認める（長期継続契約の契約日が過去２年を超えている場合も可とする。）。

(注2)「国又は地方公共団体」には、特別地方公共団体（特別区、広域連合、一部事務組合等）を含み、外郭団体、
独立行政法人及び特殊法人は該当しない。

▽▽区役所の○○○○○ほか３点　××

※ 開札日から過去2年の間に(注1)履行が完了している、(注2)国又は地方公共団体との契約実績を記載すること

契約金額

契約日

（ 記入例 ）

支店登録の場合は、支店

の所在地を記入して下さい。

支店登録の場合は、支店名

称まで記入して下さい。

①落札者となった案件名称を記載してください。

②契約保証金の免除対象となる、同一の契約区

分かつ、同一又は同種の種目である、実績の案

③契約金額（税込）の50％以上であることが必

要です。

④契約保証金の免除対象となる実績の発注者

名を記載してください。※国又は地方公共団体

の発注した契約実績に限ります。

⑤⑥添付する契約書の写しと一致する日付を記

載してください。

⑦種類又は規模をほぼ同じくする契約であるか

を確認できるよう、実績の案件概要を記載してく

ださい。

受任者がいる場合は、受任

者名を記入して下さい。


